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ビジネス提案型の産学連携への取り組みと太 教育変革に向けた提言

一社会ニーズ先取り型の大学教育の提案-

はuめに

まず､論文執筆の動輝と本論文の論点を､私の経験

に基づいて簡記するo私はこの3月末に､ NTTコミュ

ニケーションズ㈱の営業本部のセールスエンジニアリ

ンダ部長を定年退職して､経営情報学部にお世話になっ

た新任教授であるo営業の業務をLながら､今年3月

に電子工学をペ-スとして情報工学の工学博士号を取

得したo会社ではこの2年間､技術と営業の挟間で､
`i技術の開発押ではなく`i売り方を開発する沖　という､

企業にとって新しい業務概念自体を創出してきた｡

工業化時代の盛挙連携は``技術開発"を中心とした

ものであったが､情事鋸ヒ時代には､ #技術やjウ-守

を換金''する``売り方の開発"についての,産学連携

が求められており､またこの方面のマインドを持っ

等ll益を上げうるÅ材''が企業で強く求められているo

また､大学で教えている`卓知識沖よりは､上手に世

間を渡る``知恵沖が企業で求められているのであるQ

私は20年前､ NTTの東海地区の課長として3年間

採用を担当し､中部大学にも採用活動に来た経験があ

る.しかし､ 20人以上のエントlj-のうち1人も採用

することが出来なかったQ中部大学が標捧する､企業

で"あてになるÅ相好への育成が十分なされずに､良

い素質はあっても中身が無く､企業にとって戦力化で

きない多量の学生が就職面接に来た串であるo

企業のニーズと大学の論理がかけ離れた中で､ "犠

牲となったのは学生たちだった抄　ということを､情報

化が遊んだ企業の側にいて強く感じたものであるo

今回､私は逆に学生を社会に送り出す側の大学Åと

なり､入相を育成する立場になったのであるo

これらを踏まえ､本論文では､社会情勢を分析して､
錨あてになる人材像"香,企業との産学連携で研究す

ることを提案している.また､社会の将来像を先取り

した教育体系の構築と適用のプロセスを検討しているo

論文構成として, 1節で､情報化時代の企業環境の

変化と企業ニーズを整理している0　2節で､産学連携

の現状と課題を整理し､今後の産学連携の方向を示し

ている0　3節で､企業の求める新しい人材像と学生へ

の教育の視点を検討しているo　これらを踏まえて4節

で､今後の大学教育への提言をまとめているo
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1 "売り方の開発''という企業のニーズ

日本には､ ｢こんな良い技術(商品)がなぜ売れな

い?｣と悩んでいる企業が多いo　これは"技術開発分

が論理で実現できるのに対して, "売り方の開発p　は

非論理要素が多いためであろうo　#論理の世界で構築

された｢技術芋　から非論理の世界に出たくない技術

者の世界と､罪論理の人間力が勝負の営業担当の世界

にデスバレーが存在しているからであるo

図1にこのデスバレーの構図を示すo図1の左にあ

る論理の世界を大学で教えることは可能であるo　この

分野の工業化社会を支えるÅ樹の教育には､大学が大

きな役割を果たして重たo Lかし､情報化が進展Lて､
"賢くプロダクトを売らないといけない時代"になる

と､図1右の罪論理系の学問が重要になるo

このことから,非論理領域の学問(うまくビジネス

をするための知恵)を仮想体験を通して学ぶことが時

代のニーズになっており､今年､経営情報学部に

MOT型MBAコースが出来たのも､.この潮流の1つで

あろう｡

デスバレー

_遠雷芸書芸監ヽ.望望監禁_
l

.一･. ｣･ ･･･.

良いものなんて
思い込みだ｡

売り物になる物
を作らんかい!

大学の教育対象領域 今後の開拓対象領域

図1デスバレーの構図
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論理と非論理を使い分けられる人材として､瓜スペ

シャライズド･ジェネラリスト押　という､中部大学の

飯苦総長が提唱される"専門性を兼ね備えたジェネラ

73スト"の概念が､図1のデスバレー解消役としてふ

さわしいと考えられるoユ)

この``スペシャライズド･ジェネラ7)スト''が行う

べき"売り方の開発"とは､たとえば企業において､

以下のような､自社を客観的に見た情報加工を行うこ

とであるo

①　お客が自社を選んでなぜお金を醸したのかの分析

③　自社の競争力の客観的分析､弱みの補完方法

③　お客の社内事情の分析と購買判断方法の分析

④　自社の商樹の拡販のための成功方程式の作成

⑤　71スト化された優良顧客への効果的アプローチ法

⑥　営業向け販売マニュアルやお客とのQ&A集の作成

｢製品説明書｣に成り下がっている世の中の｢提案

書｣というものは､本来お客に代わって購入理由を整

理した､購入する会社の｢栗議書｣になるはずであるQ

商材を買うÅ取ら理を分析して｢売り方の開発｣の

情報加工を業務とする鋪セールスエンジニアリンダ部印

の設置は､今後の重要な時代的要求となろうo

従来型の企業では､ "技術シーズをお金にする河　と

いう工業社会型の固定概念が強固に存在するoこのた

めに､ ｢技術を商品化してどこにいくらで売ろう､こ

れでは儲からない｣というケースが数多く見られた｡

一方､情報化時代の新しい概念は､図2の下図にあ

るように､ ｢お金のあるところに向かって売り方を開

発して､それに合うよう技術開発を行う｣という､従

来とは逆の流れが求められていると言えようoお金の

無いところでは利益をあげにくいQ)であるQ

このような企業環境の変化の中で,昨年､経済産業

省の認可法人である(社)首都圏産業活性化協会が､

会員企業約100社に対して,企業が求めていることへ

の7.ンケ～ト詞蓋をした結果を図3に示すQ2'

販路開拓のような等fj益向上ニーズ分が``技術開発

ニーズ"の約3倍に上り､その他の利益向上関連の項

目も含めると4倍以上のから垂のあることがわかるo

この大きな企業ニーズに対して､東学として弦とん

ど手がつけられなかったと言う助が実態であろうo

なぜなら､この分野を支援できるÅが東学教員とな

るケースは少なく､ ｢ずっと大学にいせ企業経験がな

い者に,真の企業支援は無理では?｣と社会から考え

られても仕方がないのかもLれないQ　しかし､ここに

次項に述べる新しい産学連携のヒントがあるのであるo

〔従来の固定観念〕

〔今後の新しい考え方〕

図2　今後辱技祷開発の構図

図3　企業ニーズに関する調査結果
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2　産学連携の課題と今後の進むべき方向

2. 1従来の産学連携の状況

日本で使われる｢産学連携｣とH.う用語は非常に唆

味でスローガン的な用語とLて使われたり､地方公共

団体と中央政府でも用法が少し違うo

ここでは､ ｢産学連携｣を｢産業界と学界という異

なるドメインに所属する組織または人材が､ドメイン

を越えて､知識や技術に開Lて､ある一定の期間に意

図的に協力する､インターラタティブなプロせス､ま

たはこれを促進する仕組み｣というように定義するこ

ととする｡3)

通産省は95年に大学等連携推進室を設置し､産学連

携に本腰を入れ始め､ 98年には通産省と文部省の提案

によるTLO法が制定され､国史私立大学を通じた技

術移転の観点でのスキームが成立しているo

文部省も､通産省と共同してのTLO制度､私立大

学の-イテクリサーチ整備など,産学連携に関連する

施策を打ち出している｡

95年以降の｢基本法･基本計画｣スキームによって､

究極には｢経済の発展｣につなげるという土俵ができ

たため､関係省庁が｢基本計画｣という同じ土俵に参

入して産学連携施策を競うようになり､ 1990年代後半

から｢産学連携｣と｢大学改革｣が接近し合流するよ

うになったo

その背景としては､パブ]Ll経済の崩壊によって,年

功序列制賃金･終身雇用に支えられて重た企業が入相

育成や研究開発の｢自前主義｣からの脱却を余儀なく

され､また､若年人口減､卒業生就職難､国家財政の

悪化によって､大学にサバイバル競争とアカウンタビ

71ティが求められるようになったことがあげられるo

このような官主等の産学連携で､霞重義空目こされた

のは､ "経済の発展につなげる沖　という､最終日標で

ある"社会への還元''の観点であったと言えようQ

2.2　従来の産学連携の課題

企業の存在目的は｢社会に利便性を提供して利益を

上げ,もって社会の公器たること｣にあると言えるo

産学連携の目的として､銘企業の利益沖を中心にすえ

ることは当然のことであるQ

しかし､ 2.1項に示す官主導の産学連携の中で､多

くの大学の研究者が､ぷその技術が適用される市場規

模沖や"企業から見たビジネスの魅力吋　に立脚した研

究テーマを仕入れていたかどうかは疑問であるo
I

技術改良のレベルでのa企業の困りごと"と､ ``自
′

分の研究の興味''のアンド条件で､研究テ-マが仕入

れられていたケースが多いのではないかと考えられるo

良い仕Åれがあって始めて良いアウトプットが得ら

れるのであるo研究者の経験で研究成果の市場への適
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用性を考えるのではなく､ 1節で述べたような　併売り

方の開発の研究成果"に基づいて"研究開発のアウト

プットである新技術の換金性"を考えるべきであるo

また､企業サイドで新技術のビジネス性について､

十分研究されていないことも問題で､大学でもこの点

は企業に頼り重りであまり関心を払って来なかったo

このことから,大学では企業が群がるような研究テ-

マの仕入れに失敗し､いくら研究してもその成果が企

業で十分な利益を生まないこともあり｢なかなか大学

の技術が企業に移転されにくい｣ということが言える

のかもしれないo　この状況を図4に示すo

･∴　-__千･:･-＼

1■∴｢ ㍗ ∴十.･

図4　従来の産学連携の状況

2. 3　ビジネス提案型の産学連携の方向

大学自身でも``研究シーズとなる新技術"の"ビiiPh

ネス性に封する市場研究"を実施し､その成果である
"ビジネスモデル"と　瓜新技術の開発結果河をセット

にして企業に提供する"ビジネス提案型カの産学連携

が､情事酎ヒの進展に伴い､今後､大学に求められるで

あろうo

この関係を図5に示すQ "ビジネス提案型河　の産学

連携においては､理系の工学部･応用生物学部･生命

健康科学部と､経営情報学部の大学内連携がきわめて

重要であると言えよう｡

中部東学の強みである1つのロケーショ封こ学部が

まとまっている点も､ここで生かせるであろうo

図5　今後助産苧連携串方向性

また､図5に示すように``経営力強化研究''に基づ

いて､新技術の技術評価とビジネス性評価とセットで
句ビジネスカ向上の}ウハウDを企業に提供する産苧
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連携も重要であるo

筆者が実際に､大手電機メ-嘉一3社をはじめとす

る､数社の企業に提供している　銭ビジネスカ向上のノ

ラ-ウ''として以下が挙げられる｡

①　技術評価と市場性評価に基づく売り方の開発法

②　商材種輯別の売り方の開発の異体的実施方法

⑧　利益の出るビジネスモデルとその要件定義法

@　中核社員への顧客中心のマインド変革の方法

⑤　社内の課題発見方法とその解決方法

⑧　個Åと組織の業績評価方法

⑦　社内のコミュニケーション方法

･ ⑧　上司部下の関係でのコーチ'iダ手法

⑨　営業心理学と社外とのコミュニケーション法

⑲　過去の行動事例から分析するÅ簡評価法祷TAR)

⑪　M&Aのためのデムーデf)ジェンスとその/ウハウ

さらに､一般企業で取り組みが遅れている､ビジネ

スカ向上のベースとなる社内制度変革についても､一

般社員の給与への不満をバネにして､以下の項目の}

ウハ中を数社の企業に提供しているところであるo

①　社内資格の設定　　　③　キャ73アパスの設定

③　社内教育体制　　　　③　業績評価法

⑤　給与制度　　　　　　⑥　社内組織の変革､等

3　企業の求めるA樹像と今後の教育の視点

3. 1情報化時矧等要求される人材像

工業柁時代の入間の付加価値は,国郎こ示すように

仕様書にもとづいて製品を作畠ことであるQこのため､

製品の出発､不出来は論理の世界で明らかにチュッタ

で垂､実体があるので､仕様書通りの物かどうかの検

品は容易である0

-方､情報化時代には､何の情報素樹をどのt/べ沖

まで情報加工するのか守が極めてあいまいであり､そ

れを規定することは難しい｡また､情報加工のレベル

を規定した｢仕様書｣を作ることも難しいことである｡

情報化時代の成果物とは､国別こ示すように｢理解

してもらって何らかの行動につなげること｣であるQ

理解されない資料は砥ぎズであり､それに要した人件

費はドブに捨てた1万円札ということになるQ世の中

は､紙タズと無駄なÅ件費であふれているのであるQ

｢だれがいくらで買ってくれるか?｣がわかってい

れば､こんなやさしいビジネスはないのである｡この
``利益をあげるための情報加工のプ日セス"に知的付

加価値が求められているiZ)であるo
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【工業化時代】

工業化時代の成果物はr製品｣であるo

【情報化時代】

､‡二ITl.国だ:.I;:':I.≡

情報化時代の成果物はr理解Lてもらう事｣

図6　工業化時代と情報化時代の成果物の概念

｢ビジネス化する｣というこ,とは､この銘情報加工

をしっづけること"といっても過言ではないo

情報戦に勝っている者にとっ.ては､実際の手足を動

かす戦いとは､その結果を確認する儀式にしかすぎな

いo` ｢下請負業者が仕事をすることイコール発注者が

自動的に利益を生み出すこと｣というレべ糾こまで､

情報加工内容を高度化することが必要になる｡

このことから､工業化時代から情事酎ヒ時代になると､

ビジネスモデルを考え出して実行する､ビジネスリー

ダーが重要となるo　ビジネスモデ舟とビジネスフォー

メ-ショ'jを案出し､実行する者が利益創出者となるo

企業では､図7に示すように､何を考えているかわ

からない魚という､お金の出し手に対して､確実にお

金を出してもらえるようなエ骨を,頭を使って先回堕

して作り上げる太が必要なのである｡

将来､情事酎ヒが進んだ企業では､言われた事をまじ

めにこなす社員は｢71スタ｣というレッテ蝕が貼られ

ることになるであろう｡

図才　情報加工申概念
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このことから､まじめに勉強しかしなかった者は情

事酎ヒ時代には落ちこぼれになりやすい社会情勢にあるo

友人の国立大学の工学部教授が｢自分についてまじ

めに勉強する者ほど良い企業にいけないo｣という実

態を噴いて私に相談されたことがあるo　この時ばかり

は｢企業に行くのがイヤで教職についた者が､企業に

役立っÅ材を育成できるわけがない! ｣とズバリ言い

切ってしまった経験がある｡

情報化の遊んだ企業では､本当に頭の良い企画力の

ある人樹を求めているのであるo　この人材としては

｢ガキ大将｣のイメ-到こ近いo論理と非論理を1つ

にして人を説得する力が求められているのであるo

私のいた企業での経験から申し上げると､今､求め

られている人材の能力とは､ ｢情報力･企画力｣ ｢i1 -

ダーシップ｣ ｢イニシアチブ(率先行動)｣ ｢ストレス

耐性｣ ｢自主独立性｣の順であると考えられるQ

3.2　学生が大学で準備すべきこと

学生が在学中の期間において課せられていることは､

自分は何者か?を探す"自分さがLの流汗なのであるo

最低3年間あれば十分に社会に出る準備と事前の実

験ができるはずであるo誰でも就職活動の日が乗るo

この時に社会から初めて,自分のÅ品骨柄とその将来

性について､品定めされるのである｡

このため､いっ､自分はどういう状態になっている

べきか守の計画を作って､社会に出る準備が行われて

いなければならない｡しかし､どう目標を立てたらよ

いのかわからない人が多いo　こんな人に封Lて､私は

｢自分の長所探L暮したら?｣とアドバイスしているo

自分の長所に早めに気づいて､他人にまねが出来な

い長所を伸ばし続けて社会に貢献すれば､一生食べて

ゆけるものであるo　自分の好きな分野なので､幸せな

心で人生が送れるばかりでなく､社会に役立ち､将来

にわたり尊敬される人になれるのであるo

また, ｢自分のここを伸ばしたい､こうなりたい王｣

というような目標を持っと､ささいな自己実現のチャ

ンスを逃さなくなるoチャンスを逃さないので､ Å生

の目標が1つずつ実現できるのであるo

l年生は自分の長所見つけの期間､ 2年生は長所を

伸ばして周囲に試す期間､ 3年生は自分の長所を社会

で役立っ即戦力に仕立て上げる期間､というふうに､

学年ごとに目標を立てると､区切りが付きやすいo

最終的には､就職希望会社の採用担当に､自分が即

戦力になることを証明してみせることが大切であるo
"即戦力のÅ''とは"会社で困っていることができる

社内であてにされる不言実行の人"のことであるo

企業経常で最も大切なことの1つは｢人の仕入れ｣

であるo採用担当には優秀な入物が抜擢されており,
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"面タツ"などではだまされないのであるo企業から

見ると､大学で"優''を取っているかどうかではなく
"会社に役立っ入物かどうか?''が大切なのであるo

いろいろなタイプの即戦力を企業では求めており､

希望する会社への就職活動にとって､砧その会社の即

戦力とは何か?"の情報収集は欠かせないことであるo

例えば､社内情報システムのお守りで苦労している

会社の面接に行って｢私は研究室のパソコンやLAN

のシステム管理者でしたo｣と､実績をもとに言えば､

即､採用OKかもしれないo

また､経理担当が十分いなくて困っている会社で､

｢私は簿記の資格を持っていて､会計事務所でバイト

をしていました｣と言えば､採用されやすいのであるo
"自分の長所とマッチングさせた即戦ガ打　とは何で､

在学中にどんな準備をすればよいか守という"情報の

仕入れ沖　に鋭敏になることが､学生自身や大学当局に

求められているo　さらに､情報収集した企業の困りご

とや即戦力ニ-ズの内容を､大学が総力を結集して徹

底研究したうえで､先回りLて教育プログラムに反映

させることも大切なことであるo

4　今後の大学教育への提言

今までの教育者の思考パターンは｢教えたい(教え

られる)ことを教える｣ことであり､社会のニーズや

学生の希望ばI配慮するものIであったQ4)

本来､社会ニーズや学生の希望は､決して"配慮す

るもの"などではなく､これ自体が研究対象であり,

中心軸として教育が語られるべきであろうo

社会のニーズこそ､大学教育のありようを決めるべ

きものであり､教育者自身の自己改革を迫るものであ

るはずである｡

さらに将来ニーズを先取りして､企業に必要となる

人材像を提案して､有用な人材を送り込むぐらいの先

取の精神が大学に求められているのであるo

ビジネス界で新しいアイデアや着想が､業界として

受け入れられる時間のずれがもっとも大きいのは､建

設業界と教育業界で､ 50年あると言われている｡5)

(コンピュータ業界ではこのずれは1年であるo)

表1　時代変化の動向

工業化時代 ��饑�嶌鳬�2�

仕事による安定 佝��4�,��.��

終身雇用 �7H8ｨ�ｸ4rﾒﾓ窗4x986r�

1つの強に就業 兒��H,ﾈｩ8,做�ｼb�

確定給付型年金 丿ﾙ.飴(�ﾅ颯霎��



児　玉　売　時

これは､大学の社会ニーズへの反応の鈍さを象徴的

に述べたものであろうo Lかし､このずれの期間転宿

が､大学の生き残りのチャンスでもあるのであるo

｢経常情報学部で経営を教えているのに､東学経営

が傾いた-｣というわけにはいかないのであるo

社会や企業は表1に示すように変化しているのに､

大学の提唱する｢仕事による安定を求めるために良い

成績を取れ｣と言う､大学教員の価値観の押し付けで

の教育システムは､明らかに時代遅れであるo

私がNTTの採用担当の時には､ ｢STAR手法｣とい

う､ -ーバード大学時代に学んだ人品骨柄の奥までサー

ベイできる人物評価法を使った採用方法を用いていたo

これで入物評価をすると､成績の良い者ほど企業ニー

ズにマッチせず,不採用の者が多かったのであるo

時代遅れの教育理念が､希望する企業に入れない犠

牲者を大量生産しているのが実態であろうQ

これらを踏まえると､今後の大学教育の方向性は､

図8と以下に示す①-⑧のようになると考えられるQ

①　市場の変化から企業の進むべき方向を研究するo

( ``即戦力のÅ材像"早"あてにされるÅ材の将来

像"も､この中で明らかとなるo)

③　企業のビジネスカ向上や企業変革の取り組みに関

する産学連携を行い､これに基づいて教育プログラ

ムを作り､その有効性を実地検証する｡

③　現在の社会ニーズのみならず,社会の将来像を先

取りして,大学教育プログラムを更新し続けるo

④　入学対象の高校生が漫然と抱いている､ "将来の

不安沖を払拭できるポ社会が求める教育プログラム呼

であることをPRして､学生の仕入れを高度化するo

(定員割れを心配する前にやるべきことがあるので

あるo)

⑤　入学対象者の保守的なご両親への､将来を先帝り

Lた教育の重要性のマインド変革PRを実施するo

この上で､図8に示す⑥～⑧の実施により､効果的

な入相育成が可能になるのであるo
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図8　今後の教育の毒り方のプロセス

おわりに
本論文は､私が企業在職時に､東学に向けて送って

いたメッセージを集大成したものであるo

｢教育とはこうあるべき｣という固定概念自体が存

在しないはずである｡しかし､自分の教える領域を守

り続ける教育者の持っ教育理念は､学生の将来にとっ

て明らかに害である｡確かに､教養を付与するという

教育は必要であるが､それだけで"あてにされる人材

像沖　を先取りして育成することは不可能であろうQ

私が担当する"社会の中の企業経営''の講座の中で,

76名の学部生に対して本論文にそった講義をしたとこ

ろ､ 4.60点という評点をいただいている｡

私は4つの大学の社会人大学院(NOT)で教えて

いるQ　この中のある大学院で､身銭を切った社会入学

生が､社会ニーズに対応できない教員に対して､追い

出し要求を研究科長に巽きっける"金返せ!運動''が

起きたのは象徴的であるo

ここまでの経験のない学部生においても､ ｢大学の

方針に沿って優を取れ王それが良い会社に入れる条件

であるo｣という大学側の指導の間違いを､敏感に喚

ぎ取る者が､今後ますます増えてくるであろう｡

最後に､企業にいた側から大学を見た､私の一面的

な経験かもしれないこの論文が､社会ニーズや学生の

希望に十分応えられない､いろいろな大学の体質改革

の議論の一助になれば幸いであるo
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